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土砂災害対策における最近の動向
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【台風第21号】

土石流等

たきぐんたきちょう

三重県多気郡多気町
10/22

平成28年熊本地震に伴い発生した土砂災害に対する緊急事業実施状況平成29年 全国の土砂災害発生状況

 

【九州北部豪雨】
307件(21%)

【台風第18号】
102件(7%)

【台風第21号】
370件(25%)

〇平成２９年は全都道府県で土砂災害が発生し、死者・行方不明者24名、負傷者8名、人家被害694戸の
甚大な被害が発生。

〇発生要因別でみると、地震を除いた降雨・融雪に起因する土砂災害発生件数が1,462件で過去10年の
中で最大を記録。
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土砂災害発生件数
１,４６７件

土石流等： 305件
地すべり ： 165件
がけ崩れ： 997件

【被害状況】
人的被害：死者 22名

行方不明者 2名
負傷者 8名

人家被害：全壊 248戸
半 壊 185戸
一部損壊 261戸

※これは速報であり、数値等は
今後変わることもあります。

【台風第18号】

がけ崩れ

みとよし

香川県三豊市
9/17

地すべり

ひたし おの

大分県日田市小野
7/6

【九州北部豪雨】

あさくらぐんとうほうむら

福岡県朝倉郡東峰村土石流等

7/6

温帯
低気圧

土砂災害発生件数
上位５県

件数

福岡県 235件

新潟県 193件

神奈川県 129件

大分県 89件

秋田県 56件
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土砂災害発生件数
３０７件

土石流等 ： 163件
地すべり ： 3件
がけ崩れ ： 141件

【被害状況】
人的被害：死者 20名

負傷者 2名
人家被害：全壊 106戸

半壊 63戸
一部損壊 107戸

なかつしやまくにまちくさもと

大分県中津市山国町草本土石流等

あさくらぐんとうほうむら

福岡県朝倉郡東峰村土石流等

※これは速報であり、数値等
は今後変わることもあります。

都道府県別
土砂災害発生件数

朝倉市163件

東峰村62件

日田市29件

中津市8件
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地すべり

ひたし おの

大分県日田市小野7/6 がけ崩れ

あさくらしはきますえ

福岡県朝倉市杷木松末7/5

北九州市7件

県名 発生件数

福岡県 232件

佐賀県 1件

長崎県 9件

熊本県 22件

大分県 42件

宮崎県 1件

合計 307件九州地方

平成29年7月九州北部豪雨の土砂災害発生状況(10月2日時点)
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平成28年熊本地震に伴い発生した土砂災害に対する緊急事業実施状況平成29年九州北部豪雨被災地における災害関連緊急砂防等事業

7月20日撮影

7月20日撮影
ひ た

ちくご

筑後川

とうほう

福岡県

大分県

福岡県 大分県

○ 平成29年7月九州北部豪雨により甚大な被害が発生した筑後川右岸の支川等において、流域内に
堆積した不安定土砂等の再移動による二次災害を防ぐため、福岡県及び大分県が実施する緊急的な
砂防工事等（災害関連緊急砂防事業等）について採択されました。

事業名 主な整備内容 箇所数 事業費（予定）

直轄砂防災害関連緊急事業 砂防堰堤、遊砂地、ワイヤーネット 1箇所 約27億円

災害関連緊急砂防事業 砂防堰堤 24箇所 約75億円

災害関連緊急地すべり対策事業 集水井、横ボーリング工等 4箇所 約22億円

災害関連急傾斜地崩壊対策事業 法枠工等 12箇所 約40億円

災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 法枠工等 19箇所 約16億円

合計 60箇所 約180億円

凡例

災害関連緊急砂防事業

災害関連緊急地すべり対策事業

災害関連急傾斜地崩壊対策事業

筑
後
川

位置図

福岡県

大分県

熊本県

佐賀県

施行箇所

あさくらぐんとうほうむら

福岡県朝倉郡東峰村
砂防

地すべり
あさくらしはきしわ

福岡県朝倉市杷木志波

急傾斜 あさくらしはきますえ

福岡県朝倉市杷木松末

日田市

東峰村

朝倉市

※災害関連急傾斜地崩壊対策事業は、図面外で北九州市で１件実施

直轄砂防災害関連緊急事業
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平成29年九州北部豪雨被災地における直轄砂防事業

←筑後川

凡 例

砂防堰堤

強靱ワイヤーネット

遊砂地

平面図

砂防堰堤工（イメージ）

災害関連緊急事業(H29実施)

特定緊急砂防事業(H30以降実施予定)

災害対策等緊急事業推進費
(H29実施)

強靱ワイヤーネット工（イメージ）

遊砂地工（イメージ）

詳細位置については変わる場合があります

筑
後
川

位置図

福岡県

大分県

熊本県

佐賀県

施行箇所

○筑後川水系赤谷川流域において、現在、流域内に堆積した不安定土砂等の再移動による二次災害を
防ぐための緊急的な砂防工事を実施。

○今後、災関事業に引き続き、流域全体の土砂洪水氾濫を防止するため、発災後概ね5年間で集中的に
砂防堰堤の整備を実施。

○さらに、特緊事業の効果を早期に発現させるため、「災害対策等緊急事業推進費（推進費）」を活

用することにより、速やかに砂防堰堤の整備を実施。

「直轄砂防災害関連緊急事業（災関事業）」

「特定緊急砂防事業（特緊事業） 」

特緊 事業

推進費
（特緊事業の内数）

事業費 約27億円 約175億円 5.4億円

整備内容
砂防堰堤工2基
遊砂地工1基
強靱ﾜｲﾔｰﾈｯﾄ工4基

砂防堰堤工24基 砂防堰堤工1基

事業期間 平成29年度
平成29年度
　　　～
平成34年度

平成29年度

事業名 災関事業
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○福岡県朝倉市須川では、豪雨により多数の斜面崩壊等が発生したが、既設砂防堰堤が土砂・流
木を捕捉し、下流の人家等への被害を軽減。

○推定流木捕捉量は16,500m3（空隙込み）。

妙見川上流域

平成29年7月14日撮影

須川第１砂防堰堤
堰堤高7m、堰堤長75m砂防堰堤下流の保全対象

（工場、人家等）

【施設効果事例】須川第１砂防堰堤（福岡県朝倉市）
すがわ
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土砂・流木による被害
の危険性

↓

透過型砂防堰堤等の
新設・改良

再度の氾濫発生
の危険性

↓

河道の掘削・堤防の整備

洪水時の水位監視
の必要性

↓

洪水に特化した低コストな
水位計の設置

約５，８００箇所
（約５，０００河川）

約３００ｋｍ
（約４００河川）

全国の中小河川 約２万河川

都道府県と連携して緊急点検を実施し、優先箇所を抽出

「中小河川緊急治水対策プロジェクト」として、
今後概ね３年間（平成３２年度目途）で実施（全体事業費約3,700億円）

五ヶ瀬川水系北川（宮崎県）
洪水に特化した低コストな水位計透過型砂防堰堤

約７００渓流
（約５００河川）

河道の掘削工事

緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト（概要）
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約７００渓流 （約５００河川） （事業費 約１，３００億円）

山地部の渓流 河川（上流）

（砂防堰堤未整備の箇所） （砂防堰堤整備済の箇所）

不透過型 透過型

透過型砂防堰堤の新設

改
良

既設砂防堰堤の改良 流木捕捉工の新設

河道に流入した流木を捕捉

対策の内容・効果

対策箇所

九州北部豪雨では、局地的かつ猛烈な降雨により、急流河川などで大量の土砂や流木が発
生し、被害が拡大したことから、土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川において、
土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備により土砂・流木の流出を防止。

土砂・流木捕捉効果の高い透過構造の砂
防施設により土砂・流木の流出を防止

透過型砂防堰堤による流木捕捉事例

過去に土砂・流木を伴う洪水により被害があった谷底平野を流れる河川及びその上流にある渓流で、流木捕
捉機能を有する砂防施設がなく、下流の氾濫域の多数の家屋や重要な施設（要配慮者利用施設・市役所・役
場等）に浸水被害が想定される河川及び渓流

※上流で治山事業が実施される場合には、林野庁と連携し、上下流一体と
なった対策に取り組む

緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト （土砂・流木対策）
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緊急災害対策派遣ドクター（TEC-DOCTOR）による現地調査・技術的助言

平成29年7月5日、6日に大分県日田市小野地区で発生した河道閉塞を伴う土砂災害において、被
害状況の調査と今後の復旧方法に係る技術的助言を行うため、九州地方整備局緊急災害対策派遣
ドクター（TEC-DOCTOR）による現地調査を7月6日に実施。現地調査の結果と今後の対応について
大分県および日田市長へ説明。（大分県・日田市を支援）

河道閉塞状況確認

大分県への助言状況
日田市長への報告状況

被災状況
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本白根山噴火に伴う砂防の取組

500m

1km

2km

中之条町

長野原町

嬬恋村

草津町

高山村

山ノ内町

長笹沢川

湯川

東吾妻町

まつ かわ

長野県

群馬県
1km2km 鏡池 泉水沢

白根沢

殺生沢

万座川1 万座川2

カメラ③
（国交省）

地震計・空振計

カメラ①
（国交省）

地震計・空振計

カメラ
（草津町）

カメラ④
（国交省）

カメラ⑦
（国交省）

カメラ⑥
（国交省）

カメラ⑤
（国交省）

カメラ④画像（国交省）
利根水系砂防事務所HPにて公開中

噴火口付近

カメラ①画像（国交省）
利根水系砂防事務所HPにて公開中

噴火口付近

凡 例

： 噴火警戒レベル防災対応範囲
： 流 域 界
： カメラ（国土交通省）

： カメラ（草津町）
： カメラ（気象庁）
： 地震計・空振計（気象庁）

： 明瞭な降灰が確認できる範囲（国総研提供）

○平成３０年１月２３日１０時０２分頃、草津白根山（本白根山の鏡池付近）で噴火。同日噴火警戒レベルが１から３へ段
階的に引き上げられ、火口から概ね２ｋｍの範囲で警戒が必要とされた。

○降灰状況把握のため、関東地方整備局が１月２３日に防災ヘリコプターによる現地調査を実施。鏡池から北東方向に
向けて火山灰が堆積しているとみられる。

○24日、土砂災害専門家を現地に派遣。専門家からは、現時点で土砂災害が発生するおそれは低いと考えられるが、状
況変化に備え、引き続きカメラなどによる監視が必要であるとの見解が示された。

○関東地方整備局は既設カメラに加え、仮設カメラ6基を新たに設置。

○また、天候が回復したため、1月28日（日）に防災ヘリコプター及びドローンによる調査を実施した。

振子沢
カメラ②
（国交省）

カメラ
（気象庁）

温泉街
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H13 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28H30.1 H31

土砂災害警戒区域の総区域数の推計値※

約67万区域

509,455

354,925

土砂災害警戒区域の基礎調査完了数（H30.1）
約55万7千区域

土砂災害警戒区域等の指定および避難体制の充実・強化

○土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域は、全国約67万区域（推計）のうち8割を超える約56万区域の基
礎調査が完了※。平成31年度までにひととおりの調査が完了予定。

○そのうち特別警戒区域についても、22府県で基礎調査が完了。順次指定を進めており、13県で指定が完了※。

引き続き、防災・安全交付金の重点配分や、自治体の警戒避難体制整備の取組を支援していく。
※いずれも平成30年1月末時点

土砂災害警戒区域等の指定状況（平成30年1月末時点）

70万

60万

50万

40万

30万

20万

10万

※土砂災害警戒区域の総区域数の推計値
都道府県により推計された土砂災害警戒区域の総数。
平成29年3月末時点の値であり、基礎調査の進捗に伴い変更の可能性がある。

（年度）

（区域数）

354,925

「土砂災害・全国防災訓練」参加人数の推移
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160

180

200

H18 H25 H26 H27 H28 H29

約164万人

平成26年8月豪雨災害等を教訓に、全国の土砂災害警戒区域
等で住民参加の避難訓練、情報伝達訓練等を実施。平成29年
は平成26年比で7倍以上となる約164万人以上が訓練参加。

約22万人

約７倍

土砂災害を想定した避難訓練に住民の
半数が参加（福岡県東峰村）

（百万人）

（年）
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九州北部豪雨被災地で実施されていた警戒避難の取組み

適切な避難行動のための取組み（東峰村）

①住民自らの判断で避難できるよう、避難訓練を３年継続実施。
②避難行動要支援者名簿と支援計画を作成し、支援体制を構築。
住民コメント「防災訓練により、災害時には近所の人に声かけを意識できた。」

土砂災害への住民理解を深める取組み（朝倉市）

・地域と行政の協働（①ワークショップ）により「自主防災マップ」を作成。
住民の意見を踏まえ、②避難経路の危険箇所、③避難所を記載。
・平成26年度までに市内全19地区で完成し、各世帯に配布。

①【土砂災害に関する避難訓練の実施状況】※東峰村人口（H29.5現在）約2,200人

平成27年9月 約800人
平成28年6月 約1,000人
平成29年6月25日 約1,050人

• 大雨警報、土砂災害警戒情報、避難勧告等の状況を付与し、避難を実施。

②【避難行動要支援者に関する取組み】

• 各地区単位で避難行動要支援者名簿、
「避難行動要支援者支援計画」を作成。

• 地区ごとに避難行動要支援者への
避難支援などを考える会議を開催。

• 訓練では支援者が安否確認、避難所への
誘導・補助を実施・確認。
＜8/4 NHK時論公論において放送＞

住民の約半数が訓練参加

「避難7か条」を書いた「避難タオル」を各戸配布

避難完了の目印にも

あさくら とうほう

優良事例を周知し、取組を促すとともに、防災・安全交付金により取組を支援

これらの取組により、住民は自らの判断により避難し、被災を免れた事例がある

住民避難訓練
①ワークショップ

土砂災害警戒・特別警戒区域

③地元自主避難所
地域住民で定めた緊急
時の自主避難所

②避難経路の危険箇所
土砂災害警戒区域に加
えて、特に土砂災害の
おそれがある範囲

②避難経路の危険箇所
川沿いで特に越水のおそれがある場所
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土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）の解除
◆砂防堰堤等の整備に伴う土砂災害特別警戒区域の解除の考え方

区域指定 全解除

土砂災害特別警戒区域
（レッドゾーン）

土砂災害警戒区域
（イエローゾーン）

砂防堰堤の完成

土砂災害特別警戒区域を全て解除

広島市安佐南区で砂防堰堤を施工した箇所など、これまでに全国で871箇所の特別警戒
区域を解除（一部解除を含む） ※平成30年1月末現在 12



インタープリベント2014奈良

インタープリベント2018富山と国重要文化財の指定

泥谷堰堤群

本宮堰堤

立山カルデラ
砂防博物館

白岩堰堤（昭和14年竣工） 本宮堰堤（昭和11年竣工） 泥谷堰堤（昭和13年竣工）

昭和13年 平成19年

平成21年指定済 追加指定 追加指定

白岩堰堤

○常願寺川砂防施設の国重要文化財（建築物）の指定
平成21年に指定された「白岩堰堤砂防施設」に加え、平成29年11月28日に新たに「本宮堰堤」、「泥谷堰堤」を重要
文化財に追加指定。指定名称を「常願寺川砂防施設」に変更。

常願寺川砂防施設

○立山砂防国際シンポジウム
開催時期： 2018年9月30日（日）
開催場所：富山県富山市（富山国際会議場）

実施内容：立山砂防の顕著な普遍的価値をPRするパネルディスカッションを実施。

○インタープリベント2018富山
開催時期： 2018年10月1日（月）～4日（木）
開催場所：富山県富山市（富山国際会議場）
実施内容：基調講演、ポスターセッション、現地視察、パネルディスカッション など
そ の 他 ： 2014年奈良の同会議では、39ケ国348名が参加（うち外国人は84名）。

10月1日の開会式・基調講演および、4日のパネルディスカッションは
日英同時通訳で実施。さらに開会式・基調講演は無料で一般公開予定。

【インタープリベント公式ホームページ】 http://interpraevent2018.jp/
【参加登録専用ホームページ】 https://va.apollon.nta.co.jp/interpraevent2018/
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